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   地方自治法第１９９条第１４項の規定により、久留米市長及び久留米市教育委員会教育長か

ら当該監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表します。 
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                   久留米市監査委員  山 口 文 刀 

                   久留米市監査委員  樋 口 明 男 

                   久留米市監査委員  永 田 一 伸 

                   久留米市監査委員  秋 永 峰 子       

           

 

 

 

 

 



監査実施年度： 令和７年度

部局名： 健康福祉部

指摘事項等 措置状況等

指
摘
財
務
監
査

補助金
等交付
事務

補助金等交付申請の日から交付決定までの事務処理が遅延している
ものがある。

ご指摘を受け、今後は、適正な事務処理に努めるとともに、課内におけ
る確実なチェックに努めます。

指
摘
財
務
監
査

会計年
度任用
職員給
与支払
事務

会計年度任用職員の給与において、算定に用いる勤務日数を誤り、過
少に支給しているものがある。

ご指摘を受け、当該対象者については再計算を行い追給いたしまし
た。支給額の算定にあたっては、担当課でシステム入力を行い、当課
でチェックを行うなど、チェック体制の強化を図り、適正な支給に努めて
まいります。

指
摘
財
務
監
査

契約事
務

契約書において、民法の規定より市にとって不利な内容となっているも
のがある。

ご指摘を踏まえ、法令の改正や市の内規等を確認をしました。今年度
の契約書の文言について適切に改めております。今後は、契約事項に
漏れや不備がないかを複数で確認するなど、チェック体制を強化し、適
正な事務処理に努めてまいります。

意
見
事
務
監
査

事務監
査（意
見）

本年度、動物管理センターが動物愛護センターと名称を変え、久留米
百年公園内に移転した。これまで、市民から動物管理センターは狂犬
病予防や動物の管理に関する業務等を行う施設としての認識にとど
まっていたと思われるが、これは施設が手狭で動物愛護の啓発等が十
分に実施できなかったためで、今後は移転を機に、このことについても
積極的に取り組むべきである。
福岡県においては、「人の健康」「動物の健康」「環境の健全性」を一つ
の健康と捉え、一体的に守っていくという考えである「ワンヘルス」を推
進しており、久留米市も動物愛護センターの開所に合わせて、ワンヘル
ス推進を宣言した。この宣言の中で、「この施設を核として、ワンヘルス
の理念を踏まえ、動物と正しく関わる市民の意識を醸成し、人獣共通感
染症を予防するとともに、「人と動物の共生社会づくり」に関するこれま
での取組をさらに充実してまいります。」としている。
新しい動物愛護センターの場所は、さまざまなイベントが開催され、子
どもたちや家族連れが訪れる百年公園の一角である。この地の利を活
かして、譲渡会や動物愛護に関するイベント等を実施し、市民に対して
犬猫をはじめとする動物との正しい関わり方の啓発を積極的に行い、
人と動物の共生社会づくりを進められたい。

動物愛護センターは、譲渡可能な犬猫の殺処分ゼロを目指し、動物に
とってより良い譲渡につなげていく施設として位置付けており、人と動物
との共生を進めていきたいと考えています。
　センターの移転により、犬や猫の譲渡会を行えるスペースが確保でき
たことから、動物愛護団体が行う譲渡会の会場にセンターのスペース
を貸し出しました。今後も譲渡会の開催については、引き続き動物愛護
団体と連携してまいりたいと考えております。また、百年公園に犬の散
歩などで訪れる方が多いため、公園内の巡回やマナーに関する声か
け、動物愛護団体との連携により飼い方やマナーなどの啓発に努めて
まいります。

定期監査の結果に基づく指摘事項等の措置状況



監査実施年度： 令和７年度

部局名： 教育部
分
類
１

分
類
２

分類３ 　　　指摘事項等 措置状況等

指
摘

財
務
監
査

現金等
取扱事
務

学校で管理するＰＴＡ会費等の支出において、決裁がないまま現金を支
出しているものがある。

ご指摘の内容につきましては、速やかに決裁を取っております。
今後は、適正な事務処理に努めます。

指
摘

財
務
監
査

旅費支
給事務

旅行命令が行われないまま、公用車により県庁へ出張しているものが
ある。

ご指摘を受け、速やかに旅行命令書作成いたしました。
今後は、適正な事務処理に努めます。

指
摘

財
務
監
査

契約事
務

再委託承諾書を相手方に交付していなものがある。 ご指摘後、速やかに相手方へ再委託通知書の交付を完了しました。今後、課
内でのチェックを徹底し、適正な事務執行に努めてまいります。

指
摘

事
務
監
査

休暇等
届出事
務

会計年度任用職員の休暇等届（願）票において、所属長が押印して訂
正すべきところを、砂消しゴムで訂正しているものがある。

ご指摘の内容につきましては、速やかに是正修正を行っております。
今後は正しい訂正方法を周知し、適正な事務処理に努めます。

指
摘

財
務
監
査

会計年
度任用
職員給
与支払
事務

会計年度任用職員の給与において、年休取得手続の不備により算定
に用いる勤務時間数を誤り、過少に支給しているものがある。

ご指摘の事項については、担当部署の指示のもと追給処理を行っております。
今後はシフト表と実際の勤務時間等の確認を慎重に行い、また、確実な年休
申請手続きについて、職員に指導していきます。適正な事務処理に努めます。

指
摘

財
務
監
査

契約事
務

契約書において、契約日の記載がないものがある。 契約相手方が保管する契約書も含め、契約日を記載し対応いたしました。
今後は適切な事務処理に努めてまいります。

指
摘

財
務
監
査

物品管
理事務

学校保管の薬品管理については、過去、事故防止及び盗難や不正流
出防止等の観点から、教育部全体で統一した管理マニュアルや管理簿
の作成を検討するよう指摘や意見を行っており、これを受けて、全校で
統一的な管理を行うためのマニュアルが作成され、各学校に通知され
ている。しかしながら、現在もマニュアルに沿った管理が徹底されてい
ない状況が散見されており、学校による管理体制はもとより、教育部と
しての内部統制が機能していないと言わざるを得ない。マニュアルに
沿った管理がなされていない要因を精査し、必要に応じてマニュアルの
改訂を行い、適正な薬品管理を行う体制を学校と教育部とで構築され
たい。

前述の要因を解消し、再発を防止するため、以下の措置を講じます。
(1) 管理マニュアル及び様式1・2の改訂
・各容器の在庫量を明確に記録するため、管理簿（様式1）を容器ごとに作成す
るようマニュアルの改訂を検討します。これにより、個体ごとの受払状況の把
握を可能とします。
・改訂した管理簿（様式1）及び確認票（様式2）には、点検時の管理者及び管
理職による検印欄を新たに設けました。さらに、管理者及び管理職が各学期に
一度、実在庫量を確認することを義務付け、組織的な監視体制を強化しまし
た。
(2) 周知徹底及び指導監査の実施
・令和8年2月または３月の校長会において、これら変更内容を周知徹底しま
す。各学校に対し、改訂後の管理マニュアルを学校経営要綱へ記載するよう
指示します。
・今後の学校訪問を通じ、改訂後の管理簿・管理表が適切に記録されている
かを継続的に確認いたします。管理状況が不十分な場合は、必要に応じて随
時指導を行い、適切な薬品管理の定着を図ってまいります。

意
見

事
務
監
査

事務監
査（意
見）

令和３年４月の下田小学校、浮島小学校、城島小学校の統合をはじめ
として、令和７年４月に青峰小学校と高良内小学校が統合、令和８年４
月には大橋小学校と善導寺小学校の統合が予定されるなど、在籍児
童の減少とその将来予測に基づき、少子化でもよりよい教育環境を実
現できるように、小学校の統合を進めている。また、その他の小学校に
おいても統合の検討を進めていくとのことである。
急速な子どもの数の減少と、高度経済成長期に児童数の増加に伴い
建設を進めた学校施設の老朽化の進行、また全国的な課題である教
員不足など、これまでと同じように学校環境を維持していくことは困難
になってきている。そのため児童生徒の教育の質の確保と、学びやす
い環境整備のためにも、ヒト・モノ・カネといった教育資源を集中させて
いくことは、やむをえないと思われる。
しかし、久留米市は、小学校区を単位として地域コミュニティが形成さ
れていることから、閉校に対して地元住民からの反対もあると思われる
が、最優先されるべきは子どもたちの教育環境の確保である。無限の
可能性をもつ子どもたちの将来を明るいものとするため、地域の理解を
得られるよう努力され進められたい。
また、計画されている屏水中学校区の義務教育学校は、市内初の新設
校となる。久留米市として新しい学校教育の形であり、まだソフト面、
ハード面ともに課題が多く、児童生徒、保護者、地元住民などからの期
待と不安が多いと思われる。小中学校を統合した義務教育学校のメ
リットを最大限に活かせるよう、学校開設までにしっかりと準備を行い、
すべての関係者から喜ばれる学校を目指されたい。

全国の出生数の減少が続いている中、本市の出生数も、令和６年度は、初め
て２０００人を下回り、合併以降で最多となった平成１８年度の約３分の２以下と
なっています。
このような急速な少子化や人口減少にしっかりと向き合い、人口減少の中でも
持続的でより良い教育環境を構築する必要があるため、今後も継続して全市
的な小学校の統合に取り組みます。
また、屏水中学校区における義務教育学校の新設につきましては、本市で初
めての取組となります。
義務教育の９年間を見通した教育課程の編成、教職員体制の確保、そして義
務教育学校の特徴を活かすことができる施設整備など、開校にあたって取り組
む事項は多岐に渡ります。
開校までの期間において、学校・保護者・地域の方々としっかりと協議し、魅力
ある義務教育学校の新設に向けて、取り組んでまいります。

定期監査の結果に基づく指摘事項等の措置状況


